
「生涯活躍のまち」の基本コンセプト 

１．中高年齢者の希望に応じた住み替えの支援 

  ・東京圏等大都市から地方への移住にとどまらず、地域内で近隣から「ま
ちなか」に住み替えるケースも想定 

  ・入居者は、中高年齢期の早めの住み替えや地域での活躍を念頭に置き、 
  ５０代以上を中心 
  ・移住希望者に対し、きめ細かな支援（事前相談、お試し居住など）を展開 
   ２．「健康でアクティブな生活」の実現 

  ・健康時からの入居を基本とし、健
康づくりや就労・生涯学習など 
社会的活動への参加等により、
健康でアクティブな生活を目指す。 

３．地域住民（多世代）との協働 

  ・地域社会に溶け込み、 入居者間
の交流のみならず、地域の若者
等多世代との協働ができる環境
を実現。大学等との連携も。 

４．「継続的なケア」の確保 

  ・医療介護が必要となった時に、 
終末期まで尊厳ある生活が送れ
る「継続的なケア」の体制を確保 

NPO法人、一般社団法人等
非営利法人、地域再生の推
進を図る活動を行うことを目
的とする会社 
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記載事項 

（４）移住希望者の来訪・滞在の促進のため
の施策 

（１）中高年齢者の就業、生涯にわたる学習
活動への参加その他の社会的活動への
参加の推進のための施策         

（２）高年齢者に適した住宅の整備のため
の施策 

（３）介護サービスの提供体制の確保のた
めの施策 

  
  
  地方創生の観点から、中高年齢者が希望に応じて地方や「まちなか」に移り住み、地域の住民（多世代）と交流しながら、健康でアクティブな

生活を送り、必要に応じて医療・介護を受けることができる地域づくりを進めるため、「生涯活躍のまち」の制度化を図る。  

５．地域包括ケアとの連携  

   ・受入れ自治体において、地域包括ケアとの連携の観点から、入居者と 
地元住民へのサービスが一体的に提供される環境を整備（既存福祉拠
点の活用、コーディネーター兼任等）することが望まれる。空き家など地
域のソフト・ハード資源を積極的に活用することも。 

地域再生法の改正：「生涯活躍のまち形成事業」の導入 

特例措置 

 ・職業安定法の特例 
 

旅館業の許可があっ
たとみなす 

都道府県知事への  
事前の届出不要 
事後に市町村経由で届出 

介護事業者の指定が
あったとみなす 

厚労大臣の許可・ 
届出不要 

 ・老人福祉法の特例 
 

 ・介護保険法の特例 
 

 ・旅館業法の特例 
 

知事 
の同意 

知事 
の同意 

地方公共団体の株式会社へ
の３％出資要件廃止 

事業計画案の作成・提案 
 

各種の支援措置 

申請 認定 

具体化 

■情報支援 
 
○生涯活躍のまち
に関する 

 「手引き」を作成 
 

■人的支援 
 
○ 関係府省からなる  
「生涯活躍のまち 
支援チーム」による
支援 

■財政支援 
 
○交付金（27年度補正、 

28年度予算）を通じ
た先駆的な取組の
支援等 

推進意向地方公共団体数：263（2015年11月現在） 

お試し居住を行う事業者に関する事項 
      

有料老人ホームの整備事業者に関する 
事項      

介護サービス提供事業者に関する事項 
   

厚労大臣 
の同意 

労働者の募集を行う事業協同組合等に
関する事項  

「生涯活躍のまち」制度 
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【現行】 
○ 介護サービス事業者が、指定を受ける事業所ごとに都道府県知
事又は市町村長に対して個別に指定申請を行う必要がある。 

 
 
   

   市町村が「生涯活躍のまち形成事業計画」に必要事項を記載した場合の特例を設け、介護サービス事業者の指定や有料老人ホームに
係る届出の事務手続を簡素化。  

介護保険法及び老人福祉法の特例 

介護保険法の特例 老人福祉法の特例 

生涯活躍のまち形成事業計画 
 

 

市町村 

・有料老人ホームの設置に関する事項 
 ①事業実施主体 
 ②所在地 
 ③その他厚生労働省令で定める事項 

※老人福祉法による届出の際に必要と
なる内容と同様の事項を計画に記載 

住まい提供
事業者 

都道府県知事 

事後の届出 

事前届出不要 

【現行】 
○ 有料老人ホームの事業を実施する場合、設置者は、都道府県知
事に対して事前に届け出る必要がある。 

 
 
   

【特例】 
○ 市町村が、必要事項を記載した「生涯活躍のまち形成事業計
画」を作成した合、有料老人ホームに係る届出について、 

  ・ 有料老人ホームの設置後１ヶ月以内に 
  ・ 市町村経由で 
 都道府県知事に届け出れば足りることとする。 

生涯活躍のまち形成事業計画 
 

 

市町村 

・介護サービス事業所に関する事項 
 ①事業実施主体 
 ②所在地等 
 ③サービスの種類 
 ③その他厚生労働省令で定める事項 

※介護保険法による指定申請の際に必
要となる内容と同様の事項を計画に
記載又は書類を確認 

介護サービス
事業者 

都道府県知事 

申請不要 

連携 
連携 

み
な
し
指
定 

（居宅サービスの場合） 

【特例】 
○ 市町村が、必要事項を記載した「生涯活躍のまち形成事業計
画」を作成した場合、介護サービス事業所の指定について、 

  ・ 都道府県知事が指定権者である居宅サービスの指定事業所
について、都道府県知事の同意を得て、 

  ・ 市町村長が指定権者である地域密着型サービス（※）及び総
合事業の指定事業所について、 

 指定があったものとみなし、別途の指定申請手続を不要とする。 

 ※ 地域密着型特養及び認知症グループホームを除く 

   

2 


